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本協議会※は、大規模水害および土砂災害に備え、河川管理者、県、市町等が減災のための目標を共有し、連携・協力してハ
ード対策とソフト対策を一体的・計画的に推進することによって、社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」の継承・再構
築を目的とするものです。 （※奈良県紀の川圏域大規模氾濫に関する減災対策協議会）

１.本協議会の経緯 2

年度・日程 協議会 実施内容

平成29年12月 第1回協議会

協議会規約（案）を作成、減災のための
目標を共有した。
〇5年間で達成すべき目標

氾濫水が河川に沿って流出するため、氾濫水の流れが
速く、家屋流出の被害が甚大となる恐れがあり、また、
幹線道路が浸水するという氾濫特性を踏まえ、紀の川圏
域では大規模水害に対し、ハード・ソフト対策を推進し
て「逃げ遅れゼロ」「被害の最小化」「防災意識の向
上」を目指す。

〇目標達成にむけた取組方針
１．逃げ遅れゼロに向けた避難時間確保のための取組
２．被害の最小化のための迅速・的確な行動への備え
３．意識の啓発及び防災教育拡充のための取組

平成30年5月 第2回協議会

平成 33 年度までに、円滑かつ迅速な
避難、的確な水防活動等、大規模氾濫時
の減災対策として各構成機関が計画的・
一体的に取り組む事項をとりまとめた
「奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方
針」について説明し、承認された。

令和2年5月 第3回協議会

緊急行動計画の改定に基づく規約の改
定(案)、取組方針の改定(案)ついて承認さ
れた。また、各機関の令和元年度の取組
を情報共有した。

年度・日程 協議会 実施内容

令和3年9月 第4回協議会

吉野土木事務所および事務局により令和
2年度の取組状況が報告された。また、紀
の川ダム統合管理事務所より事前放流の概
要、「緊急放流」を用いたダムの放流に関
する通知等について報告された。

令和4年8月 第5回協議会
5ヶ年間の取組の見直しを行い、次の

5ヶ年(R4～R8)の取組方針・取組項目の改
定を行った。

令和5年8月 第6回協議会

各機関の令和4年度時点の進捗状況を情
報共有した。また、奈良県より水防法改正
に基づく「中小河川における浸水想定区域
図の作成」、「要配慮者利用施設における
避難確保計画の作成」について情報提供さ
れ、気象台より「防災気象情報の改善」に
ついて報告された。

令和6年5月 第7回協議会

各機関の取組の進捗状況及び、減災に係
る取組事例や制度、ノウハウに関する情報
を共有した。

また、奈良県より水防法改正に基づく
「中小河川における浸水想定区域図」、
「要配慮者利用施設における避難確保計
画」の作成状況について情報提供され、気
象台より「顕著な大雨に関する気象情報の
改善」について報告された。



※「水災害意識社会再構築ビジョン」に基づく奈良県紀の川圏域の減災に係る取組方針

■今後5年間で達成すべき目標

氾濫水が河川に沿って流出するため、氾濫水の流れが速く、家屋流出の被害が甚大と
なる恐れがあり、また、幹線道路が浸水するという氾濫特性を踏まえ、紀の川圏域では
大規模水害に対し、ハード・ソフト対策を推進して「逃げ遅れゼロ」「被害の最小化」
「防災意識の向上」を目指す。

■目標達成に向けた取組方針

１．逃げ遅れゼロに向けた避難時間確保のための取組
２．被害の最小化のための迅速・的確な行動への備え
３．意識の啓発及び防災教育拡充のための取組

２.取組の経緯

今年度の幹事会において、好事例集を共有し、取組のR8年度の完了を目指す
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目 的 令和８年度までの５ヶ年で達成すべき取組項目について、達成状況や今後の予定の把握

回 答 期 間 令和６年１０月３１日まで

調 査 様 式

・様式１-１：取組の進捗状況の確認（星取表）_整備等の一度実施すれば完了する取組

・様式１-２：取組の進捗状況の確認（星取表）_毎年継続して実施する取組

・様式２ ：令和６年度の具体的な取組状況

対象機関 五條市、宇陀市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、川上村、東吉野村

３.取組の進捗状況 4

様式２

様式１-１

様式１-２
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令和６年度の各市町村の取組進捗状況は以下のとおりである。

３.取組の進捗状況

■様式１回答結果（１/４）

No 主な取組項目
水防に
関する
法的義務

R5年度 R6年度 取組
事例集
該当頁

実施
機関数

達成
率

実施
機関数

達成
率

未実施機関

6
雨水排水施設や河川改修、予備又は移動式ポンプ等を活用した内水排除等の整備による
重要インフラの機能確保

- - 3/3 100% p.1

7 樋門、樋管等の無動力化、人員等の運用体制の確保 1/2 50% - -

7-1 樋門、樋管等の無動力化 - - 1/2 50% 吉野町 p.2

7-2 樋門、樋管等の人員等の運用体制の確保 - - 1/2 50% 吉野町 p.64

9 ホットライン構築による県・市町村の連絡体制強化、住民への情報提供の確実な実施 7/8 88% 8/8 100% p.3

10 避難指示の発令基準の設定 ○ - - 8/8 100% p.4

11 水位周知河川外における発令基準検討 6/8 75% 7/8 88% 大淀町 p.65

12 避難指示の発令に着目したタイムラインの作成・更新 7/8 88% - -

12-1 タイムライン作成 - - 7/8 88% 川上村 p.5,6

12-2 更新の必要有無の確認 - - 7/8 88% 黒滝村 p.7

12-3 更新 - - 6/8 75% 吉野町、黒滝村 p.7

14 タイムラインに基づく訓練の実施 4/8 50% 3/8 38%
宇陀市、吉野町、
大淀町、
下市町、黒滝村

p.8

15 多機関連携型タイムラインの拡充 5/8 63% 5/8 63%
五條市、大淀町、
黒滝村

p.9

■：達成率が50%未満の項目
■：達成率が80%未満の項目
■：達成率が100%未満の項目
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令和６年度の各市町村の取組進捗状況は以下のとおりである。

３.取組の進捗状況

■様式１回答結果（２/４）

No 主な取組項目
水防に
関する
法的義務

R5年度 R6年度 取組
事例集
該当頁

実施
機関数

達成
率

実施
機関数

達成
率

未実施機関

18-A 洪水浸水想定区域図に基づく水害ハザードマップの作成 ○ - - 8/8 100% p.10

18-B 中小河川の洪水浸水想定区域図を反映した水害ハザードマップの作成 ○ 2/8 25% 5/8 63%
下市町、黒滝村、
東吉野村

p.11

19 ため池ハザードマップの作成、周知 5/6 83% 4/8 50%
大淀町、黒滝村、
川上村、東吉野村

p.12

20 改正水防法への理解促進、浸水実績図の公表に向けた仕組みづくり 5/8 63% 6/8 75% 五條市、大淀町 p.66

21 広域避難に向けた調整及び検討 6/7 86% 6/7 86% 黒滝村 p.13

22 広域避難を考慮したハザードマップへの更新・周知 5/7 71% 5/7 71% 大淀町、黒滝村 p.14

24 まるごとまちごとハザードマップの検討 5/8 63% 4/8 50%
宇陀市、吉野町、
大淀町、黒滝村

p.15,16

25 避難場所並びに避難経路の指定・更新及び周知 ○ - - 7/7 100% p.17,18

26 避難が困難な地域や住民が逃げ遅れた場合などの応急的な退避場所の確保 4/8 50% 3/7 43%
五條市、宇陀市、
大淀町、黒滝村

p.19

27 住民一人一人のマイタイムライン・マイ防災マップの作成促進 5/6 83% 5/5 100%
p.20～

23

28 要配慮者利用施設の現状把握 ○ - - 8/8 100% p.24

■：達成率が50%未満の項目
■：達成率が80%未満の項目
■：達成率が100%未満の項目
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令和６年度の各市町村の取組進捗状況は以下のとおりである。

３.取組の進捗状況

■様式１回答結果（３/４）

No 主な取組項目
水防に関する
法的義務

R5年度 R6年度 取組
事例集
該当頁

実施
機関数

達成
率

実施
機関数

達成率 未実施機関

29 要配慮者利用施設の避難計画作成の促進および避難訓練の促進支援 7/8 88% - -

29-1 要配慮者利用施設の避難計画作成の促進 ○ - - 8/8 100% p.25

29-2 要配慮者利用施設の避難訓練の促進支援 ○ - - 7/8 88% 川上村 p.25

30 避難行動要支援者の避難支援体制の整備 - - 8/8 100% p.26

31 避難所における感染症対策 - - 8/8 100% p.27

32 リアルタイム情報の沿川住民への提供等 7/8 88% 8/8 100% p.28,29

34 メール情報配信システムの構築、利用登録促進 - - 8/8 100% p.30

35 簡易水位計、量水標、CCTVカメラの設置検討・整備 6/8 75% 5/8 63%
宇陀市、吉野町、
大淀町

p.31,32

36 レーダ雨量計等の代替手段の利用（情報提供場所の理解促進（ホームページリンク）） 6/8 75% 6/8 75% 宇陀市、吉野町 p.33

41 水防団員や消防団員・水防協力団体の募集・指定を促進 - - 8/8 100% p.34

42 出動基準の必要性の再確認、基準整備 7/8 88% 8/8 100% p.35

43 水防団（消防団含む）との情報伝達訓練の実施 - - 8/8 100%
p.36～

38

44 関係機関が連携した実働水防訓練の実施（水防資材の点検管理含む） 5/8 63% 4/8 50%
宇陀市、吉野町、
大淀町、黒滝村

p.39

45
想定最大規模洪水を踏まえた浸水時においても災害対応を継続するための庁舎等施
設の改修検討（自家発電装置等の耐水化など）

6/8 75% 6/8 75% 吉野町、大淀町 p.40

■：達成率が50%未満の項目
■：達成率が80%未満の項目
■：達成率が100%未満の項目
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令和６年度の各市町村の取組進捗状況は以下のとおりである。

３.取組の進捗状況

■：達成率が50%未満の項目
■：達成率が80%未満の項目
■：達成率が100%未満の項目

■様式１回答結果（４/４）

No 主な取組項目
水防に関する
法的義務

R5年度 R6年度 取組
事例集
該当頁

実施
機関数

達成
率

実施
機関数

達成
率

未実施機関

46 想定最大規模洪水を踏まえた施設浸水を想定したBCPの検討 - - 8/8 100% p.41

47 重要水防箇所の情報共有と関係市町等との共同点検の実施 5/8 63% 2/8 25%
宇陀市、吉野町、
大淀町、下市町、
黒滝村、東吉野村

p.42

48 排水施設等の検討・整備 5/8 63% 6/8 75% 吉野町、大淀町 p.43

50 大規模工場等への浸水リスクの説明と水害対策等の啓発活動 2/3 67% - -

50-1 大規模工場等への浸水リスクの説明 - - 2/3 67% 大淀町 p.46

50-2 大規模工場等への水害対策等の啓発活動 - - 2/3 67% 大淀町 p.46

51 浸水被害軽減地区の検討 2/7 29% 2/7 29%
五條市、吉野町、大淀町、
黒滝村、東吉野村

p.47

52 適切な土地利用の促進、周知 3/7 43% 3/7 43%
五條市、吉野町、大淀町、
東吉野村

p.48

53 小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施 6/8 75% 6/8 75% 黒滝村、東吉野村 p.49～56

54 水害リスクの程度に応じた水災害意識啓発の広報（出前講座の実施） 7/8 88% 6/8 75% 黒滝村、東吉野村 p.57,58

55 住民参加型の避難訓練の実施状況、今後の予定等の共有 - - 7/8 88% 黒滝村 p.59～61

56
高齢者福祉部局への協議会等の情報提供や、地区防災計画の作成、防
災リーダー育成の支援など、共助の仕組みの強化

- - 8/8 100% p.62

59 土砂災害警戒区域に関わる現地での周知方法の検討 6/8 75% 6/8 75% 吉野町、東吉野村 p.63


